
令和８(2026)年４月１日付け

行政組織改編
改編内容 改編目的 関係部局名

政策開発部へ選ばれるまち推進課を新設 政策開発部

文化スポーツ観光部観光政策課シティプロモーション係を魅力発信係へ改称し、
選ばれるまち推進課へ移管

政策開発部
文化スポーツ観光部

選ばれるまち推進課へ移住・定住推進係を新設のうえ、移住・定住に関すること、
人口減少対策の施策に関すること及び地域おこし協力隊に関することを事務移管

政策開発部

選ばれるまち推進課へ税務部市民税課のこおりやま応援寄附金に関する事務を
事務移管

税務部

2 政策開発部政策統計課を統計戦略室とし、未来創造課へ再編
人口減少や少子高齢化などの構造的な課題に対し、エビデンスに基づく政策立案（EBPM）の
考えを取り入れながら政策立案と統計分析を一体的に推進し、計画的かつ戦略的なまちづく
りに取り組む。

政策開発部

3
総務部行政マネジメント課のPFIに関する事務を財務部公有資産マネジメント課
へ事務移管

　事務を移管することで、公共施設マネジメントにおいて施設方針と一体的にPFIの導入を検
討する体制を構築し、財政負担の軽減や民間の活力を生かした市民サービスの向上を図る。

総務部
財務部

上下水道局水道施設課と浄水課を水道整備課と水道保全課へ再編

水道整備課へ事業係、整備係、施設更新係及び管路更新係を置く

水道保全課へ管理係、施設維持係、管路維持係、漏水対策係、
水質管理室、堀口浄水場及び荒井浄水場を置く

2 環境部５Ｒ推進課をごみ減量推進課へ改称
　組織名を改称し、本市の「ごみ減量」に向けた強い決意を表明するとともに、市民へ取組を分
かりやすく周知し、「郡山ごみ減量20％」を目指す。

3 環境部資源循環課へ施設整備室を新設
　施設整備室を新設し、河内クリーンセンターを始め４つの老朽化した一般廃棄物処理施設に
ついて、施設方針検討及び再整備を行い、安定した処理体制の確保を目指す。

4 建設構想部住宅政策課住宅企画係を空家対策係へ改称
　少子高齢化と人口減少に伴い課題となっている空家等の増加及び老朽化に対し集中的かつ
効果的に課題解決に取り組む。

建設構想部

5
教育委員会地域図書館の書籍等管理を中央図書館へ一元化し、室相当から係相
当へ再編

希望ヶ丘図書館を始めとする３つの地域図書館の書籍等管理を中央図書館へ一元化し、管理・
運営の効率化及び地域図書館の課題解決支援機能の充実を図る。

教育委員会

1 農商工部農業政策課農業経営・法人・アグリテック推進係を経営支援係へ改称
　農業従事者数の減少や高齢化等の課題に対し、新規就農、担い手支援のほか、農地活用やス
マート農業の推進を始めとした経営支援により農業経営基盤の強化を図る。

農商工部園芸畜産振興課を農業生産流通課へ改称

園芸畜産振興課園芸推進係を生産振興係へ改称

3
農商工部総合地方卸売市場管理事務所の管理係及び事業係を統合し、係制を廃
止

　係制を廃止し維持管理部門と市場運営企画部門相互の柔軟性を高め、多角的な視点から創
意工夫し、市場活性化と経営基盤の強化を図る。

4
建設構想部道路計画課計画・アイコンストラクション推進係を計画係へ改称し、
アイコンストラクションに関する事務を契約検査課へ事務移管

　アイコンストラクションを全庁的に事業展開し公共工事に活用することで、担い手不足が課題
となっている建設業界全体のDX推進、働き方改革を推進する。

財務部
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農商工部

　稲作、園芸作物、畜産など農業全体の持続可能な発展を図るとともに、農業を次世代につな
ぐ環境づくりのため、農産物の６次化や国内販路拡大の取組を更に強化し、稼ぐ農業を目指
す。

環境部

　高度経済成長期に急速に整備された施設の老朽化への対応が喫緊の課題であり、整備部門
と維持管理部門に再編し、水道施設の更新、耐震化事業を加速化する。
　また、将来の水需要に見合った適切な水道施設計画、官民連携の整備手法などを取り入れ
た整備計画や予防保全に係る計画などを策定し、安全な水道水を安定して供給する。

上下水道局

1

1

2

　少子高齢化と人口減少が進む中においても、様々な分野において選ばれる都市であり続け
るため、本市の魅力を発信するシティプロモーションに特化した組織を新設する。
　このことにより、地域と多様に関わる関係人口、移住・定住者の増加、また、ふるさと納税、企
業版ふるさと納税による本市を応援してくれる人の増加を目指す。

１ 市政運営方針の３つの基本方針である
「選ばれるまち」「 暮らしの充実・笑顔になれるまち」「経済の活性化」の実現を目指す組織体制の構築

２ 国の動向や社会情勢に対応した簡素かつ効率的な組織体制の構築

組織改編の
理念
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